
平成 23 年 9月 補正予算要求事業調書
１　予算要求事業の概要
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　東日本のゲートウェイとしてのさいたま市の位置付けや立地条件を活用した、東日本大震災の
被災者に対する就労支援を行います。
１　被災者支援企業参加の就職合同面接会に参加を希望する被災者に対する求職活動支援を実施
２　面接会場と被災地間の無料送迎バスの運行を実施
　※　11月開催予定の若年者対象就職合同面接会との連携事業として実施することで、被災者支
　　援企業の開拓及び周知等活動については、合同面接会の開催に係る活動と併せて実施

<目的>
　東日本大震災の被災地で居住し、雇用及び生活基盤崩壊の影響等により、困難な状況下におか
れた若年被災者に対して、安定した生活を取り戻すために生活・就労面での支援を実施します。
　さいたま市が持つ、東日本との地理的近接性や交通利便性を最大限に活用しうる市内企業での
正規就労を支援するため、参加交通手段と就職機会の場を提供します。
<目標(支援者数)>
１　就職合同面接会参加被災者数 60人

<現状(平成23年度5月末)>
　東日本大震災の影響による内定取消問題や、企業の活動基盤や生活基盤の崩壊に伴い離職を余
儀なくされた若年求職者が多数存在しています。

<課題>
１　活動基盤を喪失し、雇用調整や採用抑制等を進めざるをえない状況に陥った企業が多数存在
　することから、地元での正規就労の確保は、若年者にとって非常に困難な状況となっており、
　生活面での支援協力も可能な企業との雇用マッチング機会の提供が求められています。
２　被災者支援のための求人も全国から寄せられているが、生活環境や風習のまったく異なる遠
　隔地での就労については、地元での生活基盤を喪失した若年被災者の精神面において多大な負
　担が想定されることからも、家族・地域関係者等との交流が可能な地理的に近接した地域での
　就労機会の提供が求められています。

・平成23年10月当初 東北3県の大学等への事業周知開始
・平成23年10月上旬 就職合同面接会参加申込受付開始(東北3県)
・平成23年11月中旬 若年者対象就職合同面接会の開催
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２　補正予算要求の理由と効果
①　震災の影響による内定取消や被災により離職を余儀なくされた若年者につい
　ては、生活基盤等も含め喪失した方が多数存在していることから、将来生活の
　根幹に係る支援の提供が喫緊に必要とされている。
②　東日本地域は、さいたま市の産業振興施策における重要な区域であることか
　らその早急な復興は市内経済等の動向にも密接に関連するものである。
根拠法令等

政令市：相談会等開催のほか、被災者雇用事業として臨時職員採用等を検討
県内他市：川口市：職員採用試験の現地実施、熊谷市：特別枠で職員採用実施

対象者 東北3県在住の来春卒業予定及び既卒3年以内の若年被災求職者
　若年被災者への就労機会を提供し、企業の支援への思いを雇用に結びつけるこ
とで、雇用問題に起因する将来にわたる生活不安の払拭を図ることができる。

３　補正前予算と補正予算要求の内容 (単位：千円）
区 　分 金　額

<積算内訳>

23

<積算内訳>
１　東北3県若年被災求職者への就労支援
(１)　東北3県での周知活動等経費
(２)　東北3県からの就職合同面接会参加支援

① 一般財源 1,734

<積算内訳>
9 １　東北3県若年被災求職者への就労支援

(１)　東北3県での周知活動等経費
(２)　東北3県からの就職合同面接会参加支援

① 一般財源 1,734

<査定理由>

<積算内訳>
１　東北3県若年被災求職者への就労支援
(１)　東北3県での周知活動等経費
(２)　東北3県からの就職合同面接会参加支援

① 一般財源 1,734
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　震災復興において、市として被災者支援を行うとともに、市内企業の人材確保を支援すること
は、雇用・産業の面から効果的であると判断し、9月補正予算に計上することとしました。

1,734

　財政局長査定の内容及び理由について、適正と認められるため、財政局原案のとおりとしまし
た。
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